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要約：企業も行政も学生時代に身につけるべき能力としてコミュニケーション能力を
上げている。そして、企業はグローバル経営環境に対応出来る人材として、国籍を問
わず優秀な人材を採用したいと考えている。日本人に限って言えば、語学力なかでも
英語力があり、海外志向があり、バイタリティーのある留学経験者を積極採用したい
と考えている。もちろんグロ−バル経営環境のもとで活躍出来る能力として英語力だけ
でその能力を推し量ることは出来ないが、今後、新卒学生が就職活動にあたっては、
留学生や既卒者、海外留学経験者とも採用活動を闘うことになることは必須であり、
加えてコミュニケーション能力、中でも英語力も内定をとるためには無視出来ない能
力になっていると言える。 
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Abstract： This paper examines how government ministries and corporations in Japan 
evaluate new college graduates’ abilities in their recruitment, especially with regard to 
their mastery of English communication skills.  Recently, corporations in Japan have 
required that recruits be knowledgeable in the field of global business; they even hire 
foreign nationals with global business expertise.  Currently companies hire Japanese 
graduates for the following three reasons: 1) high English skill level; 2) experience in 
study abroad programs; 3) interest in and knowledge of foreign cultures.  Japanese 
students, therefore, are now competing both with other Japanese as well as with 
foreign students for jobs.  It is vital that Japanese college students today have 
cross-cultural social skills, understanding of foreign cultures, and English language 
competence for success in today’s job market. 
 
Keywords: global business management, communication skill, English-language 
skill, recruitment activity 
 
１． はじめに 
 
 2008 年９月のリーマン・ブラザースの経営破綻から始まったグローバル規模での米国発
の金融危機は、日本の雇用にも大きく影響し、2009 年７月には完全失業率は 5.7%と過去最
悪を更新した。また、雇用者の３人に１人は派遣社員、契約社員、パート、アルバイトな
どの非正規社員として働いている状況であり、リーマン・ブラザースの破綻による金融危
機から２年が経過した今でも、日本経済の低迷は続き、米連邦準備制度理事会（FRB）が実
質ゼロ金利を２年ほど続けることを決めたのを受けて、平成 23 年８月 10 日、外国為替市
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場の金利がさらに下がるとの見方から、ドルが売られ、東日本大震災直後の３月につけた
戦後最高値 76 円 25 銭に迫り、円が急騰し、ついに８月 19 日に戦後最高値を更新したのだ
が、その後も円高が止まらない。今回の円高は 2007 年のアメリカのサブプライムローン問
題による金融不安が発端なのだが、消去法で安全資産としての円が買われているとみられ、
１ドル 75 円台の超円高が定着しつつある。内閣府が行っている企業アンケート調査結果に
よれば、平成 23 年１月時点では１年後の予想円レートについては、全産業平均で 88.4 円
／ドルと予想し、昭和 61 年度の調査開始以来最も円高の予想となっていたのだが、それを
はるかに上回っているのである。このまま円高が続くと製造業など生産拠点の海外移転が
加速し、経営のグローバル化がますます進むとみられ、それに伴ってその周辺の関連企業
も海外へと移転することになると予測される。グローバル経済におけるメガコンペティシ
ョンの中で、企業にとっては、自社競争力をより高めるための生産拠点の海外移転は最重
要課題であるが、加えて、海外現地生産比率が上昇するのは、かつての新興国での安い労
賃を保った先進諸国向けの製品の生産拠点から、もはや大消費地としての魅力も無視出来
ないからである。このようなビジネス環境のもと、生産拠点の海外移転にともなって、当
然のことながら本社から海外へと派遣される社員の増大、現地社員採用の増大、新人社員
であっても海外勤務を命ぜられることも珍しくなくなってきている。 
 そこで小稿ではグローバル経営環境のもとで日本企業はどのような人材を求めているの
か、中でも新卒採用にどのような能力を求めているのかを明らかにすることにある。まず
企業の当面する重要な経営課題と企業行動はどのようなものかを日本能率協会が毎年行っ
ている調査結果と内閣府の企業アンケート調査から整理し、次いで行政・企業が学生に求
める能力比較と企業が学生時代に身につけておくべき能力を日本経団連、経済同友会、ベ
ネッセ教育開発センターの調査結果から比較する。そして、最後にグローバル経営環境に
おける企業の新卒採用と英語能力の関係性についても明らかにする。なお、ここで言う学
生とは４年制の学生をさすものとする。 
 
２． 大学等の卒業者の就職状況 
 
 始めに、大学等の卒業者の就職状況から現状をみてみよう。厚生労労働省は 平成 23 年
５月 24 日、平成 23 年３月に卒業した学生の就職状況などを文部科学省と共同で調査し、
平成 23 年４月１日現在の状況を取りまとめた。平成 22 年度『大学等卒業者の就職状況調
査 i』〜大学卒業者の就職率は過去最悪の更新を回避、平成 23 年４月１日現在暫定値〜を発
表し、大学の就職率は 91.1%で、過去最低だった平成 12 年３月と同率だったとしている。
そして、就職支援のための取組として、厚生労働省は、新規学校卒業者の厳しい就職環境
を踏まえて就職支援強化のために、平成 22 年９月 24 日から「新卒応援ハローワーク」を
設置し、平成 23 年３月末迄にのべ 228,952 人が利用したこと、「大卒・高卒就職ジョブサポ
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ーター」による支援によっても平成 22 年９月から平成 23 年３月末までに 59,903 人の就職
が決定する等の成果があったこと、東日本大震災で被災した新卒者の就職支援のために、
文部科学省等の関係機関と連携し、被災新卒者等の就職活動支援に努めているとも報告し
ている。 
 そして、2011 年３月 11 日に宮城県沖の海底を震源として発生した大地震は、日本におけ
る観測史上最大のマグニチュード 9.0 を記録し、東日本大震災と呼ばれ、その被害は警察庁
によれば 2011 年８月 13 日現在で死者 15,696 人、行方不明者は 4,666 人にも達している。日
本国内で起きた自然災害で死者と行方不明者が１万人を超えたのは戦後初めてであると報
告し、これらの影響を受けて 2012 年度の企業の新卒採用活動は一時的に中止や延期になり、
４年制大学生の就職活動は長期化する傾向にある。株式会社ディスコが行った『採用活動
における緊急調査 ii』（東北地方太平洋沖地震が新卒採用に与えた影響調査）結果に因ると、
この震災の影響による 2012 年度の採用人数の変更については、「当初の計画通り」が 92.2%
と回答しているものの、選考スケジュールについては、選考開始時期を何らかの形で「延
期」する企業が 53.1%になっている。 
 来春卒業予定者の平成 23年 10月１日時点での大学生の就職内定率は 59.9%と文部科学省
と厚生労働省が発表 iiiした。過去最低だった昨年同期の 57.6%を上回ったものの過去２番目
の低さであった。要因はリーマンショックの影響が残る中、超円高や欧州政府債務危機、
東日本大震災の影響等が日本経済の先行き不透明感から企業の採用活動に影響を与えてい
るとし、10 月１日の内定式後、12 月になっても企業の新卒採用活動は続いているのが 2011
年度の特徴ともいえる。 
 ここで、リクルートワークス研究所が毎年行っている『大卒求人倍率調査 iv』をみてみよ
う。まず、東日本大震災前の大卒求人倍率調査（2011 年卒）によると、2011 年 3 月卒業予
定の大学生･大学院生対象の大卒求人倍率は、前年の 1.62 倍から 1.28 倍に低下し、大企業
は 0.38 倍から 0.47 倍、300 人未満企業は 8.43 倍から 4.41 倍と、規模間の倍率差は縮小して
おり、全国の民間企業の求人総数（計画）は、前年の 72.5 万人から 58.2 万人へ 19.8%のマ
イナスとなったのだが、一方、学生の民間企業就職希望者数は、前年の 44.7 万人から 45.6
万人へ 1.9%のプラスとなった。 
 次いで『2012 年卒業予定の大卒求人倍率調査（2012 年卒）v』によると、求人倍率は 1.23
倍で前年の 1.28 倍よりわずかに低下し、2012 年の求人倍率は 1996 年３月卒の 1.08 倍や、
2000 年３月卒の 0.99 倍ほどには落ち込まない見通しであるとし、全国の民間企業の求人総
数は、前年の 58 万２千人から 56 万人へ 3.8％のマイナスとなった。従業員規模別の求人数
は、5000 人以上の大企業では前年より 7.0％のプラスに転じるが、300 人未満の中小企業で
は−9.0％と減少傾向が続き、大企業と中小企業とでは明暗が分かれるとしている。規模別で
明暗が別れる背景には、大企業と比べて中小企業では業績回復が遅れているため、求人数
の回復も遅れていること、また、中小企業の中には、過去２年間に新卒採用を実施したこ
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とで人員確保ができたために 2012 年卒は採用を控える企業も見られるとしている。そして、
学生の民間企業就職希望者数は、前年の 45 万６千人から 45 万５千人とほぼ同水準となっ
ている。従業員規模別の就職希望者数は、1000 人未満企業では＋8.1％、1000 人以上企業で
は前年より−6.8％と中小企業を希望する学生が増加していることが分かる。前年同様に、規
模間の倍率差は縮小し、規模間のミスマッチは改善傾向が見られる。 
 
従業員規模別 求人倍率  
 2010 年３月卒 2011 年３月卒 2012 年３月卒 
300 人未満 8.43 倍 4.41 倍 3.35 倍 
300〜999 人未満 1.51 倍 1.00 倍 0.97 倍 
1000〜4999 人 0.66 倍 0.63 倍 0.74 倍 
5000 人以上 0.38 倍 0.47 倍 0.49 倍 
300人未満と 5000人以上の倍率
差（ポイント） 8.05 倍 3.94 倍 2.86 倍 
Works Institute 第 28 回ワークス大卒求人倍率調査（2012 年卒）２ページから引用 
 
３．企業経営課題と企業行動 
 
 ここではグローバル化が進む中で企業はどのような経営課題に直面し、どのような企業
行動を取ろうとしているのかを、社団法人日本能率協会が行っている『企業の経営課題に
関する調査』と内閣府が行っている『企業行動に関するアンケート調査報告書』から整理
する。 
 まず、社団法人日本能率協会が 1979 年より毎年行っている企業の経営課題に関する調査
結果をみてみよう。５年前の 2006 年と 2010 年との比較をし、５年間でどのような経営課
題の変化が現れているのかをみてみる。５年前の『2006 年度（第 28 回）当面する企業経営
課題に関する調査結果 vi』では、日本企業の最も重要な経営課題（当面および中長期）を
2006 年と将来（2015 年頃）を比較しており、やはり 2006 年の日本企業にとっての最も重
要な当面の課題は「収益性向上」であったが、「人材強化と新製品・新サービス・新事業開
発」によってこれを達成する意向であることがわかる。着目すべきは、2005 年では「グロ
ーバル化（グローバル経営）」は 15 位、2006 年には 17 位であるが、中長期的には将来 2015
年頃の課題認識として「グローバル化（グローバル経営）」は３位に上昇し、2006 年の「株
主価値向上」は 13 位であったものが５位に上昇していることから、2006 年時点で将来はグ
ローバル経営の重要度が課題認識として増すだろうと既に推測していることが分かる。 
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 次いで『2010年度（第32 回）当面する企業経営課題に関する調査結果vii』でも、2010年
の日本企業にとっての当面の課題は「収益性向上」、「売り上げ・シェア拡大」の２項が突
出しており、５年前と変わっていないことが分かる。2006年時点で中期的（2013年頃）の
経営上の課題として、「グローバル化」対応を３位と推測していたが、2010年には「グロー
バル化」が10位となり、３年後の2015年には５位に急上昇していることから、2006年時点
で約10年後の課題認識として「グローバル化」の重要度を既に推測した経営環境になって
いることがわかる。 
 加えて2010年度の経営課題としては、財務領域のおける課題として「会計基準・制度変
更への対応」が急増している。これは将来的に適用が予定される国際財務報告基準
（International Financial Reporting Standards）への対応が迫られていることがうかがわれ、さ
らに上場企業においてIFRSの適用にあたり、経営（戦略）に関して「かなり影響がある」
（13.1%）と「影響がある」（44.8%）で、この合計が57.9%となっている。日本企業のIFRS
の適用を2016年辺りに予定していることから、日本の上場企業に与える影響の大きさがわ
かる。IFRSとは国際会計基準審議会（International Accounting Standards Board）によって設定
された会計基準であり、いわゆる会計基準のグローバルスタンダード化である。2005年１
月からEU域内の上場企業に対しては国際財務報告基準及び解釈指針のうち欧州委員会が認
めたもの(EU会計基準)が強制適用されている。IFRSは欧州連合（EU）がEU域内の上場企業
の連結財務諸表作成基準として適用が義務付けられたのを契機に全世界で導入が広まり、
現在は100カ国以上で自国の会計基準として、あるいはそれに準ずる基準として利用されて
いる。そして、EU域内の外国上場企業は、本国の会計基準がIFRSと同等でない場合には、
2009年以降IFRSの適用が強制されたのである。この国際基準であるIFRSが日本でも導入さ
れるようになると、企業の対応やコスト面など企業の対応力にも差が出て来ることが推測
されるが、今後はこのIFRSへの対応が企業の重要な経営課題の１つとなるであろうことが
分かる。 
 さらに新興国市場に対する認識として、アジア市場重視が鮮明に現れ、「今後重視するで
あろう地域」は１位が「日本」で49.6%、２位が「中国」で31.9%、３位が「東南アジア」
で6.5%となった。中でも海外展開をしている企業の回答に限ってみてみると、１位が「中
国」で41.7%であったが、これは日本以上に中国を重視する結果となっている。そして、「今
後重視するであろう地域」を選んだ理由の上位３位は、「購買層の急速な伸び」が31.2%、「固
定購買層が確立されている」が21.0%、「日本の製品・サービスへの受容性が高い」が21.8%
となっており、今後の成長市場であるアジア経済圏への期待がうかがえる結果となったと
分析している。次いで、新興国市場に対する取組みとして、41.8%の企業が中国やインドな
どの新興国市場での事業を「すでに進行中」と回答し、「参入を検討中」は7.4%、「市場調
査中」は10.0%で、これらをあわせると59.2%となり、約６割弱が新興国市場に関心を寄せ
ている結果となった。また、日本企業の経営における強みは、「人材」「チームワーク」「勤
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勉さ」が上位に上がり、2006年も、５年後の2011年も、2015年の課題としても「人材強化（採
用・育成・多様化）」が上位に挙っており、人材の強化無くして企業の成長は望めないと考
えていることが分かる。経済同友会の『企業白書』（2009年）によっても、経営上の重要な
課題として、「人材育成、人材の確保」（74.5%）が１位として挙げられ、２位は「利益率の
改善」（70.6%）となっており、３位の「売上高の増加」（42.4%）、４位「グローバル化への
対応」（37%）となっていることからも、人材の育成、人材の確保が企業にとって最重要課
題として認識されていることが分かる。つまり、企業経営のグローバル化への対応とは、
国境を越えた地球規模での経営活動に対応出来る多様な人材の採用、育成、確保でもある
といえよう。 
 
重要度の高い経営課題 
     2006 年の課題認識      n＝ 842  （%） 将来(2015 年頃)の課題認識  n＝ 842  (%) 
１位 収益性向上 56.3 新製品・新サービス・新事業開発 11.2 
２位 売り上げ・シエア拡大 35.3 収益性向上 9.3 
３位 人材強化（採用・育成・多様化） 35.0 グローバル化（グローバル経営） 8.7 
４位 新製品・新サービス・新事業開発 20.9 人材強化（採用・育成・多様化） 8.1 
５位 顧客満足向上 20.1 株主価値向上 8.1 
     
13 位 株主価値向上 7.8   
     
17 位 グローバル化（グローバル経営） 5.0   
 社団法人日本能率協会『2006年度（第28回）当面する企業経営課題に関する調査結果の発表』１ページ
の表から一部抜粋作成 
 
現在ならびに将来（2013 年頃）の経営課題 
    2010 年の課題認識  n＝ 632    (%)   3 年後（2013）の課題認識 n＝ 632   (%) 
１位 収益性向上 57.6 収益性向上 45.4 
２位 売り上げ・シエア拡大 55.9 売り上げ・シエア拡大 42.4 
３位 人材強化（採用・育成・多様化） 37.0 人材強化（採用・育成・多様化） 41.5 
４位 新製品・新サービス・新事業開発 21.4 新製品・新サービス・新事業開発 31.0 
５位 技術力の強化 17.4 グローバル化（グローバル経営） 19.9 
     
10 位 グローバル化（グローバル経営） 10.6   
 社団法人日本能率協会『2010年度（第32回）当面する企業経営課題に関する調査結果の発表』3ページの
表から一部抜粋作成  
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 次いで内閣府が行っている『平成 22 年度企業行動に関するアンケート調査報告書 viii』か
ら整理する。調査結果によれば、平成 23 年１月時点で１年後の予想円レートについては、
全産業平均で 88.4 円／ドルと予想し、昭和 61 年度の調査開始以来最も円高の予想となって
いたのだが、予想をはるかに上回り、2011 年８月になって、１ドル 75 円台の円高が定着し
つつある。調査結果から、海外現地生産比率をみてみると海外現地生産を行う企業数の割
合は、製造業全体では 2009 年度実績は 67.1%、2010 年度実績見込みは 67.2%, 2015 年度見
通しは 67.7%となっており、海外現地生産（生産高）比率は、製造業全体（実数値平均）で
みると、2009 年度実績は 17.1%、2010 年度実績見込みは 18.0%で推移した後、2015 年度見
通しでは 21.4%にまで上昇するとし、「素材型製造業」「加工型製造業」「その他の」製造業
のいずれもが 2015 年度見通しでは上昇するとしている。業種別にみると、「医薬品」を除
くすべての業種で海外現地生産比率が上昇する見通しとなっており、資本金規模別にみて
も、規模の大きい階級ほど上昇幅が拡大する見通しとなっている。 
 
海外現地生産比率の推移 
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 「平成22年度企業行動に関するアンケート調査報告書」p18から引用 
 
 生産拠点を海外に置く理由としては「現地・進出先近隣諸国の需要が旺盛又は今後の拡
大が見込まれる」が製造業全体の 42.9%にとなっており、次いで「労働力コストが低い」が
単位：％ 
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26.1%という結果から、製造業が生産拠点を海外におく理由は、先進諸国むけ製品のための
安い労働力コストによる生産拠点から脱却し、生産国内での消費が見込まれる大消費拠点
への期待に変化していることが分かる。なかでも経済成長が著しい中国を始め、BRICS と
言われるインド、ロシア、ブラジルなどは、いずれの国も人口も多く、今後大消費が見込
まれるからだ。さらに引き続く円高に加えて 3 月 11 日に起きた東日本大震災による電力不
足の影響も国内製造から海外生産へとシフトしていると言えよう。 
 
海外に生産拠点を置く理由 
 
 「平成22年度企業行動に関するアンケート調査報告書」p20から引用 
 
４．行政・企業が学生に求める能力 
  
 ここでは今迄みてきたようなグローバル経営環境のもとで、企業は学生にどのような能
力を求め、何を基準に採用しているのか、また行政の立場ではどのような能力育成を大学
教育に求めているのかを整理する。 
 2002 年に国立教育政策研究所が「職業観・勤労観を育む学習プログラムの枠組み例」とし
て「職業的（進路）発達に関わる諸能力（4 領域・8 能力）」を提言したのをきっかけに、3
つの省がそれぞれ提言を行っている。2004 年に厚生労働省は「若年者就職基礎能力」を提
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言し、若年者の就職能力に関する実態調査の結果に基づいて、企業が採用において重視し
ている能力のうち基礎的で比較的短期間の訓練により向上が可能とみなされる能力として
「コミュニケーション能力、職業人意識、基礎学力、資格取得、ビジネスマナー」を挙げ、
これらを「若年者就職基礎能力」と定義し、ついで、2006 年に経済産業省が「職場や地域
社会の中で多様な人々とともに仕事をしていくために必要な基礎的な力」として 12 の能力
要素から成る 3 つの能力、すなわち「前に踏み出す力、考え抜く力、チームで働く力」を
挙げ、「社会人基礎力」として提言している。文部科学省の中央教育審議会は 2008 年の答
申で「各専攻分野を通じて培う、学士課程共通の学習成果」として「知識・理解、汎用的
技能、態度・志向性・自己管理力、統合的な学習経験と創造的思考力」を挙げ、これらを
「学士力」として提言している。 
これらを整理すると、それぞれの省に特徴があり、厚生労働省の就職基礎能力には「職
業人意識」が、文部科学省の学士力には「知識・理解」があり、3 省による能力要件の分類
および定義はまさに三者三様であり、統一見解や統一解釈はない。しかしながら、大学生
が社会に移行するにあたり大学卒業までに身に付けておかなければならない能力を各省が
様々に位置づけているものの、コミュニケーションに関連する能力は 3 省の共通項目とし
て挙がっていることがわかる。つまり、3 省による統一見解や統一解釈はないが、コミュニ
ケーションに関連する能力を求めているという点は共通していると言える。 
 さらに、３省におけるコミュニケーション能力とはどのようなものか、詳細に見てみよ
う。厚生労働省の提言する「若年者就職基礎能力」におけるコミュニケーション能力とは、
「意思疎通」「協調性」「自己表現力」を指しており、自己主張と傾聴のバランスを取りな
がら効果的に意思疎通ができること、双方の主張の調整を図れること、訴求力のあるプレ
ゼンテーションができることなどの力をコミュニケーション能力と定義している。そして、
経済産業省の提言する「社会人基礎力」におけるコミュニケーション能力とは、「働きかけ
力」「発信力」「傾聴力」を指し、他人に働きかけて巻き込む力、これは協働と言い換える
ことができると思われるが、自分の意見をわかりやすく伝える力、相手の意見を聴く力を
コミュニケーション能力と定義している。最後に、文部科学省が提言する学士力における
コミュニケーション能力とは、これは「日本語と特定の言語、例えば英語などを用いて、
読み、書き、話すことができる」ことと、かなり基礎的なコミュニケーションスキルを指
している。「学生に求める能力について、3 省による統一見解や統一解釈はないが、コミュ
ニケーションに関連する能力を求めているという点は共通している」ことが分かったが、
このようにコミュニケーション能力に関しても、3 省による統一見解や統一解釈はないとい
うことが分かる。つまり、若年者就職基礎能力、社会人基礎力、学士力が共通して学生に
求めるコミュニケーション能力とは、言葉で自己主張できる力と相手の話していることに
耳を傾ける傾聴力を意味し、話す・聞く能力を求めているのだということがいえ、このこ
とから分かることは、学生には話す・聞く能力が欠けていると行政の側は考えているとい
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うことができよう。 
 
３省が学生に求める能力の比較 
厚生労働省 経済産業省 文部科学省 
2004.01  
「若年者の就職能力に関する実
態調査」 
2006.01  
「社会人基礎に関する研究
会中間とりまとめ」 
2008.12 
答申「学士課程境域の構築に向けて」 
就職基礎能力 社会人基礎力 学士力 
コミュニケーション能力 
・意思疎通 
・協調性 
・自己表現力 
前に踏み出す力 
・主体性 
・働きかけ力 
・実行力 
知識・理解 
・他文化・異文化に関する知識の理解 
・人類の文化、社会と自然に関する知 
 識の理解 
職業人意識 
・責任感 
・向上心・探求心 
・職業意識・勤労観 
考え抜く力 
・課題発見力 
・計画力 
・創造力 
汎用的技能 
・コミュニケーションスキル 
・数量的スキル 
・情報リテラシー 
・論理的思考力 
・問題解決力 
基礎学力 
・読み書き 
・計算・係数・数学的思考力 
・社会人常識 
チームで働く力 
・発進力 
・傾聴力 
・柔軟性 
・状況把握力 
・ストレスコントロール力 
態度・志向性・自己管理力 
・チームワーク、リーダーシップ 
・倫理観 
・市民としての社会的責任 
・生涯学習力 ビジネスマナー 
・基本的なマナー 
資格取得 
・情報技術関係 
・経理・財務関係 
・語学力関係 
総合的な学習経験と創造的思考力 
 
 次に、企業は、学生が社会に出る前に身につけておくべき能力をどのように考えている
のかを、日本経団連、経済同友会の提言と、ベネッセ教育開発センターによる調査報告書
から整理してみよう。2004 年に日本経団連は『21 世紀を生き抜く次世代育成のための提言』
として「産業界が求める３つの力」を発表した。さらに、2006 年に『採用選考時に重視す
る要素のアンケート調査』と『産業界が求める３つの能力』を整理し、『学生時代に身につ
けてほしい能力』として改めて提言している。経済同友会は、「教育の視点から大学を変え
る」として、「これからの社会で求められる力」を提言している。さらに、ベネッセ教育開
発センターは『大学卒業程度の学力を認定する仕組みに関する調査報告』として、『企業が
大卒者に求める能力』を発表しているのであるが、これら経済団体の提言も、それぞれに
特徴があり、その能力要件の分類および定義に統一見解や統一解釈は見当たらない。しか
し、コミュニケーションに関する能力については、学生に求める能力として共通に挙がっ
ているのである。 
 日本経団連が提言する「対人関係力」を詳細に見てみると、「コミュニケーション能力」
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とは、「会話力、感受性」を指し、「チームワーク力」とは、「集団の中での役割意識、行動
力」をさしている。また、経済同友会の提言する「協動力」の意味しているところは、「自
分の考え、認識を他者に的確かつ効果的に伝えるとともに、相手の考え、意見に耳を傾け、
尊重すること、対話を通じて理解、納得を得、協業関係を構築する力」とあり、これはコ
ミュニケーション能力と言い換えられることができよう。そして、ベネッセ教育開発セン
ターの提言では、コミュニケーション能力を日本語と英語とにわけ、さらに「ライティン
グ・スキル」「プレゼンテーションスキル」「討議力」「文章読解力」とより詳細に分類して
おり、このことからも、企業が大卒者に求める能力としてコミュニケーション能力を最も
重要視していることが分かる。 
 
企業が学生に求める能力 —学生時代に身につけておくべき能力—の比較 
日本経団連 経済同友会 ベネッセ教育開発センター 
2004.04  21 世紀を生
き抜く次世代育成のた
めの提言 
2006.06 主体的なキャ
リア形成の必要性と支
援のあり方 
2007.03 教育の視点か
ら大学を変える 
2008 大学卒業程度の
学力を認定する仕組み
に関する調査報告 
産業界が求める３つの
力 
学生時代に身に 
つけてほしい能力 
これからの社会で 
求められる力 
企業が大卒者に 
求める能力 
志と心 
・人間性・倫理観 
一般常識・ 
専門分野の知識 
高い倫理観 大学の知識・スキル 
志 常識・マナー 
行動力 
・実行力 
・コミュニケーション 
 能力 
・情報収集力 
・プレゼンテーション 
 能力他 
対人関係力 
・コミュニケーション 
 能力 
・チームワーク力 
熱意・意欲 日本語・英語コミュニケ
ーションスキル 
・ライティング力 
・プレゼンスキル 
・討議力 
・文章読解力 
課題発見力・解決力 
・自ら新しい課題を発 
 見する力 
・「解の無い問題」にも
 粘り強く取り組む力 
知力 
・基礎学力 
・論理的思考力 
・戦略的思考力 
・専門性 
・独創性 
自己開発能力 
・社会人になるに当た 
 っての夢や希望 
・ポジティブ志向 
恊働力 
・自分の考え・認識を他
 者に適格にかつ効果 
 的に伝えること他 
ICT リテラシー 
既存のものへの批判力 
・鵜呑みにせず、独自の
 視点から検証し、新し
 い回答を導き出す 
調査研究・分析スキル 
 問題解決力 
・論理性 
・国語力 
 
国際性 
・国際社会と日本との関
 わり、異文化・多様な
 価値観を理解し、尊重
 する姿勢 
態度・志向性 
・自己管理力 
・チームワーク力 
・リーダーシップ力 
・継続的な学習力 
人それぞれの個性、特
性、才能 
思考力 
 
 さらに、経済同友会が 2009 年に出した『企業白書』から企業はコミュニケーション能力
をどの程度求めているのかをみてみると、「人材を雇用する立場として、日本の高等教育、
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つまり大学教育において今後強化されるべき点は何だと思いますか」という問いに対する
回答で、コミュニケーション能力が 66.5％という高い数値を示しており、日本経団連、経
済同友会、労働政策研究・研修機構の 3 団体による「新卒採用に関するアンケート調査」
の結果からも、「コミュニケーション能力」が 7 年連続 1 位となっており、2001 年度の 50.3%
から 2010 年度の 81.6%と数値がほぼ右肩上がりで上がっている。次いで、新卒採用には主
体性、協調性を重要としている。このことからもコミュニケーション能力が新卒採用にお
いて普遍的に重要視されていることが分かる。 
 
学生に求める能力（企業）−高等教育への期待− 
 
経済同友会 『企業白書』 2009 年 
 
新卒採用基準の比較                        単位（％） 
経済同友会 JIL(労働政策研究・研修機構) 日本経団連 
2008.05  
企業の採用と教育に関する調査
結果 
2009.06  
大学新卒者採用において重視す
る行動特性 
2010.04  
新卒採用（2010 年３月卒業者）
アンケート調査 
熱意・意欲 77.2 課題達成志向 60.3 コミュニケーション能
力 
81.6 
行動力・実行力 49.5 コミュニケーション能力 54.4 主体性 60.6 
論理的思考力 43.4 自己コントロール能力 50.5 強調性 50.3 
問題解決力 21.7 人柄 31.6 チャレンジ精神 48.4 
表現力・プレゼン力 18.1 知的能力 21.0 誠実性 38.9 
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119 
 
 
学生に求める能力−行政と企業の比較− 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 最後に企業と学生は経済産業省が提言している社会人基礎力についてどのように考えて
いるかの意識調査結果をみてみると、学生が、自分に不足していると考える能力として、「語
学力」「業界に関する専門知識」「簿記」などをあげ、学生は自分に不足しているのは技術
やスキルであると捉えているのであるが、企業はあまり必要だと考えていないことがわか
る。他方、企業が、学生に不足していると考える能力は、「主体性」「ねばり強さ」「コミュ
ニケーション力」で、企業は学生に対して内面的な基本能力の不足を感じていることがわ
かる。つまり、企業が実際に求めている能力と、企業が求めているだろうと学生が考えて
いる能力とに大きな隔たりが生じているということである。企業は、社会人には当たり前
に備わっている「主体性」や「コミュニケーション能力」、「粘り強さ」などが学生には備
わっていないと考えており、語学力や簿記などのスキルよりも、これらの能力の方をより
重視していると言える。同じ調査で、学生が「自分が既に身につけていると思う能力要素
は何か」については、トップは「明るさや素直さなどの人柄」、次いで「粘り強さ」と「チ
ームワーク力」、「コミュニケーション力」となっており、実は、学生は、企業が求める能
力のうち、「粘り強さ」と「コミュニケーション力」については、既に身についていると考
えているという結果から、企業と学生との間に大きなギャップがあることが分かる。 
 
意見の調整 
企業 
感受性 
行動力 
傾聴 
プレゼンテーション
会話・討議・ 
自己主張・話す 
文章表現・書く 
文章読解・読む 
協働 
行政 
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学生に求める能力（学生）−企業と学生の相違点（１） 
 
経済産業省『大学生の『社会人観』の把握と『社会人基礎力』の認知度向上実施に関する調査』（2010 年） 
 
学生に求める能力（学生）−企業と学生の相違点（２） 
 
経済産業省『大学生の『社会人観』の把握と『社会人基礎力』の認知度向上実施に関する調査』（2010 年） 
 
 結論として、３省と企業も社会に出るにあたって学生が身につけておく能力は、「コミュ
ニケーション能力」が重要であることが分かったが、しかし、3 省による能力要件の分類お
よび定義は、まさに三者三様であり、統一見解や統一解釈はないこと、そして、大学生が
0.4%
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自分に不足していると思う能力要素【対学生】／学生に不足していると思う能力要素【対企業】
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社会に移行するにあたり大学卒業までに身に付けておかなければならない能力を各省が
様々に位置づけており、コミュニケーション能力に関しても、3 省による統一見解や統一解
釈はないということが分かった。若年者就職基礎能力、社会人基礎力、学士力が共通して
学生に求めるコミュニケーション能力とは、言葉で自己主張できる力と相手の話している
ことに耳を傾ける傾聴力を意味し、話す・聞く能力を求めていること。他方、企業が大卒
者に求める能力としてもコミュニケーション能力を最も重要視していることが分かった。
つまり、行政が考える学生に求める能力と企業が学生に求める能力は、プレゼンテーショ
ンと協働に加えて、「聞く・話す・書く・読む」という、コミュニケーションの基本そのも
のであり、これは、行政も企業も、学生には「話す・聞く・書く・読む」といったごく基
本的なコミュニケーション能力が不足していると考えていると言える。さらに、企業が実
際に求めている能力と、企業が求めているだろうと学生が考えている能力とに大きな隔た
りが生じていることである。企業は、社会人には当たり前に備わっている「主体性」や「コ
ミュニケーション能力」、「粘り強さ」などが学生には備わっていないと考えていることも
分かった。 
 
５．グローバル経営環境と採用活動 
 
 今迄みて来たように、経営環境はグローバル化が促進し、それに伴って企業はグローバ
ル経営環境に対応出来る人材の育成を重要な経営課題とし、急務として取り組んでいかな
ければならないとしている。背景にはリーマンショック以降、海外展開をしないと生き残
れないと本気で経営者が考え始めたこと、国際競争の激化によって多様な人材がいないと
生き残れないと考えていることも起因している。 
 それは、株式会社ディスコが行った『外国人留学生の採用に関する企業調査 ix』結果を見
てもわかる。調査結果では、今年度（2011 年４月〜2012 年３月入社）外国人留学生を「採
用した」企業は、予定を含めて全体の 13.1%で、来年度（2012 年４月〜2013 年３月）の見
込みについては、「採用する」企業が今年度を上回る 24.5%となっており、来年度は４社に
１社が留学生を「採用する」予定としている。外国人留学生の採用状況を海外拠点の有無
別に見ると、海外拠点を持つ企業は今年度（実績）の 23.6%から来年度（見込み）は 41.9%
へ増え、海外に拠点を持たない企業であっても 6.4%から 13.4%へと「採用する」割合は倍
増しているのである。留学生を採用したことによる社内への好影響は、日本人社員への刺
激・社内活性化、異文化・多様性への理解の向上、グローバル化推進への理解、意識醸成、
海外拠点や取引先との関係向上がトップ４に挙っており、このことからも企業のグローバ
ル経営環境に適応出来る人材として留学生の採用を高めていることが分かる。次いで日本
企業がどのような留学生を採用しているかと言うと、日本語が日本人と同様にできる学部
新卒の留学生、次いで、日本語が得意でない学部新卒の留学生である。外国人留学生の募
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集・採用枠については、2012 年度に外国人留学生を採用する企業のうち、「国内日本人学生
と同じ枠で募集・採用している」企業は 78.5%であり、従業員規模が大きくなるほどその傾
向が強まる結果となっていることから、留学生採用の特別枠をとっている企業は少ないこ
とが分かる。PRESIDENT が行ったアンケート調査結果 xからも外国人採用について見てみ
ると、外国人を採用している企業は 66.9%で全体の７割に及んでおり、外国人採用の出身国
は中国、中韓以外のアジア諸国、韓国の順になっている。 
 また、株式会社ディスコが行った『採用活動に関する企業調査 xi』（2011 年２月）の結果
によると、2011 年（2011 年４月〜2012 年３月）に日本人留学生を「採用した」企業は、予
定を含め全体の 14.5%で、一方 2012 年度（2012 年４月〜2013 年３月入社）の採用見込みに
ついては、「採用する」企業が、21.7%と 1.5 倍に増加し、従業員数 1000 人以上の大手企業
では、その割合が 37.3%と４割近くにまで達しており、外国人留学生採用に積極的と同様に
グローバル人材としての日本人留学生にも注目が集まっていると分析している。そして日
本人留学生を採用する目的はというと、「優秀な人材確保のため」が 64.0%で、次いで「海
外経験で培った感性・国際感覚等を発揮してもらうため」（48.6%）、「社員への影響を含め
た社内活性化のため」（34.6%）となっており、留学生としての経験や語学力に期待する企
業も多いと述べている。積極的に採用したい留学経験地域は、１位アメリカ合衆国（80.5%）、
２位中国（72.3%）、３位英国（50.2%）となっている。日本人留学生に求める資質はと言う
とやはりコミュニケーション能力が 54.2% で過半数を占めて１位となっており、次いでバ
イタリティー（43.5%）、英語力(41.1%)を４割以上が挙げており、この３つが突出している
のである。これらのことからもグローバル経営環境にあって企業は米英の大学で高度な教
育を受けてきた人材を求める一方で、中国等の新興国への進出やビジネス展開を視野に入
れた人材が必要と考えていることが見てとれ、広義なコミュニケーション能力と英語力を
重要と考えていることがわかる。 
 2011 年６月に日英バイリンガルのための就職イベント「東京サマーキャリアフォーラム
2011xii」が開催された。目的は海外で経験を積んだ人材を求める企業と海外の大学に在学す
る留学生との「出会い」の場を提供する就職イベントなのだが、新卒学生の求人倍率が低
迷している中で、企業側の採用意欲は積極的だったとの報告もある。 
 この二つの調査結果から、企業はグローバル経営環境に対応出来る人材の育成を重要な
経営課題とし急務として取り組んでいかなければならないことの１つとして国籍を問わず
優秀な人材を採用したいと考えていること、そして日本人に限って言えば、コミュニケー
ション能力に加えて、語学力なかでも英語力があり海外志向があり、バイタリティーのあ
る留学経験者を積極採用へと考えていることが分かる。 
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  外国人新卒採用数 
パナソニック 2011 年度 約８割 1100 人採用 
ファーストリテイリング  
 ユニクロ 
2012 年度 1300 人の新卒採用の約８
割弱を予定（現地採用も含む） 
楽天 2011 年度 600 人の新卒採用予定の
３割弱 
   PRESIDENT 2011.4.18  P58 から作成 
 
 今後、新興国へのビジネス展開を視野にいれて外国人採用数が増加すると推測されるが、
2012 年から社内公用語を英語に定めた楽天のように外国人採用に日本語能力を考慮しない
企業も出ており、グローバル経営環境のもとでの就職活動に英語力はより重要性が増して
くると思われる。そして、希望の企業に就職するためにも、また留学生との就職活動に勝
つためにも英語力が問われることを考慮しなければならないことが分かる。 
 前述したように企業が学生に求める能力も新卒採用基準もコミュニケーション能力が重
要であると企業も行政も誰もが一致しているのであるが、グローバルな経営環境のもとで
のコミュニケーション能力が一体何を意味し、どのような定義付けをしているかと言うと、
それぞれの主張が異なり統一見解は無いのである。しかしながら、企業による留学生新卒
採用が増えていること、英語力があり海外志向がある留学経験のある日本人学生を採用し
たい企業が増えていること、さらに留学生に日本語能力を問わず英語を公用語とする企業
もありコミュニケーション能力の中でも英語力は必須能力と言っても良いだろう。平成 23
年２月 10 日付け朝日新聞記事にあるように、三井住友銀行が平成 23 年から総合職の全行
員約１万３千人に対し、英語力を「TOEIC」で 800 点以上を目指すように求め始めている。
理由は融資している企業の海外進出に伴い、国内支店であっても英語でのやり取りが必要
になっているからとし、国内での仕事が多い銀行では異例の取組みだと述べている。「TOEIC」
テストとは、リスニングと英文読解とがあり 990 点を満点とするもので、この「TOEIC」で
800 点の意味するところは、通常会話は完全に理解出来、応対も早いとされ、海外駐在員に
なるようなレベルと考えられている。この他にも日本企業での「英語化」が進んでおり、
楽天やファーストリテイリングでは社内の公用語を英語化し、日産自動車では経営会議は
英語で、社内資料も英語を併記、三菱商事は入社２年間で「TOEIC」730 点以上に育成など、
グローバルな経営環境は国内外にあっても進んでいることがわかるし、コミュニケーショ
ン能力の１つとして英語力を挙げることが出来るだろう。 
 さらに新卒採用基準と英語力の関係について詳細に見てみよう。2011 年１月下旬に 2013
年４月入社の新卒採用から武田薬品工業は「TOEIC」730 点以上を応募条件にすると発表し、
野村ホールディンングスは「TOEIC」860 点以上の高い英語力と専門性をもつ一部の社員を
高額で優遇する給与体系を取り入れたと発表している。PRESIDENT が行ったアンケート調
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査結果 xiii によれば、「新卒採用時に英語能力を考慮するか」という問いに、35.8%が「して
いる」と回答し、15.6%が「していないが、今後はする予定」と回答し、両方を合わせると
51.4%となり過半数を超えた結果となった。「英語力の判断基準は」の問いに、「TOEIC」が
圧倒的過半数を占め、次いで英語圏への留学経験、英語圏での居住経験などを企業は新卒
採用の判断基準として取り入れていることが分かる。「評価出来る TOEIC の点数」としては、
「730~855 点」が最多となっており、就職活動で 730 点以上あればプラス評価をする企業が
多い結果となっている。そして、新入社員に期待するスコアとしては 470~725 点を示して
おり、内定を得るために TOEIC スコアは無視できない状況になっているといえよう。つま
り、TOEIC を物差しとした新卒採用での英語力重視志向が見てとれる。TOEIC がなぜ企業
の採用基準に取り入れられているかと言うと、求職者側に採用基準の明確化を求めるニー
ズに答えるため、また、他方で企業も膨大な応募者から厳選するための有効な手段として
TOEIC を効率的で平等に基礎学力を測れるとして TOEIC の点数を指標とする企業が増えて
きていると述べている。このことからもグローバルな経営環境においては、企業がコミュ
ニケーション能力の１つとして採用時に英語力を採用基準として挙げているということが
出来るだろう。 
 また、中途採用であっても世界の共通語としての英語はグローバル経営環境においては
必須要件となりつつある。前述のアンケート調査結果 xiv によれば、中途採用時に英語能力
を考慮している企業は過半数の 50.3%が「している」または「していないが、今後はする予
定」と回答しており、中途採用者の英語力の判断基準は「TOEIC」をあげる企業が最も多か
ったとし、なかでも IT や食品メーカーで英語力を評価する企業が多い結果となっている。
評価軸は TOIEC スコア、英語圏での就業（赴任）経験、英語圏への留学経験、英語圏での
居住経験などが挙げられており、このことからも英語能力の重要性が増していることが分
かるし、新卒の３割が３年で転職する時代にあっては次の仕事を得るためにも英語力は必
須条件と考えるべきだろう。 
 
6．終わりに 
 
 今までみてきたように、経営環境はグローバル化が促進し、それに伴って企業はグロー
バル経営環境に対応出来る人材の育成を重要な経営課題とし、急務として取り組んでいか
なければならないとしている。その背景にはリーマンショック以降、海外展開をしないと
生き残れないと本気で経営者が考え始めたこと、国際競争の激化によって多様な人材がい
ないと生き残れないと考えていることも起因していることが分かった。こういう経営環境
のもと、企業は学生にどのような能力を求め、何を基準に採用しているのか、また行政の
立場ではどのような能力育成を大学教育に求めているのかを整理した。分かったことは、
厚生労働省、経済産業省、文部科学省、企業も社会に出るに当って学生が身につけておく
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べき能力は、「コミュニケーション能力」が重要であるとしていることが分かったが、しか
し、3 省による能力要件の分類および定義は、まさに三者三様であり、統一見解や統一解釈
はないこと、そして、大学生が社会に移行するにあたり大学卒業までに身に付けておかな
ければならない能力を各省が様々に位置づけており、コミュニケーション能力に関しても、
3 省による統一見解や統一解釈はないということも分かった。若年者就職基礎能力、社会人
基礎力、学士力が共通して学生に求めるコミュニケーション能力とは、言葉で自己主張で
きる力と相手の話していることに耳を傾ける傾聴力を意味し、話す・聞く能力を求めてい
ること。他方、企業が大卒者に求める能力としてもコミュニケーション能力を最も重要視
していることが分かった。つまり、行政が考える学生に求める能力と企業が学生に求める
能力は、プレゼンテーションと協働に加えて、「聞く・話す・書く・読む」という基本的な
コミュニケーション能力が不足していると考えていると言える。さらに、企業が実際に求
めている能力と、企業が求めているだろうと学生が考えている能力とに大きな隔たりが生
じていること。企業は、社会人には当たり前に備わっている「主体性」や「コミュニケー
ション能力」、「粘り強さ」などが学生には備わっていないと考えていることも分かった。
そして、企業はグローバル経営環境に対応出来る人材として、国籍を問わず優秀な人材を
採用したいと考えていること、そして日本人に限って言えば、語学力なかでも英語力があ
り、バイタリティーのある留学経験者を採用したいと考えていること、もちろんグロ−バル
経営環境の元で活躍出来る能力として英語力だけでその能力を推し量ることは出来ないが、
グロ−バルな経営環境のもとでのコミュニケーション能力とは、企業が学生に求める能力も
新卒採用基準も中途採用基準もコミュニケーション能力の１つとして、少なくとも英語力
を重視していることが分かった。今後、新卒学生が就職活動にあたっては、留学生や既卒
者、海外留学経験者とも採用活動を戦うことになることは必須であり、加えてコミュニケ
ーション能力、中でも英語力も内定をとるためには無視出来ない能力になっていることも
分かった。今後は、グローバル人材の育成に大学ではどのように取り組むべきか、また産
学共同でグローバル人材を育成するためにはどのようにすべきかなどの研究が考えられる
が今後の研究課題としたい。 
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i http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000001cww6.html 
ii 株式会社ディスコ『採用活動に関する緊急調査』（東北地方太平洋沖地震が新卒採用に与えた
影響調査）結果〜 全国主要企業 14568 社を対象に 2011 年 3 月 29 日〜4 月 4 日に行ったイ
ンターネット調査。回答社数は 938 社 2011 年 4 月 8 日発表 
iii 朝日新聞 平成 23 年 11 月 18 日付け夕刊 
ivhttp://www.works-i.com/index.php?action=pages_view_main&active_action=repository_vie
w_main_item_snippet&index_id=36&page_id=17&block_id=302 
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viii 内閣府経済社会総合研究所 『平成 22 年度企業行動に関する調査報告書』 平成 23 年 
ix 株式会社ディスコ『外国人留学生採用に関する企業調査』 全国主要企業 16929 社を対象に
2011 年８月 18 日〜26 日に行ったインターネット調査。回答社数は 968 社、2011 年９月 15
日発表 
x 『PRESIDENT』 2010.4.18 号 P58~59 
xi 株式会社ディスコ『採用活動に関する企業調査』〜2011 年３月卒業予定者の採用活動に関す
る企業調査＜２月調査＞〜  全国主要企業 14488 社を対象に 2011 年 2 月 16 日〜24 日に行
ったインターネット調査。回答社数は 943 社 2011 年３月９日発表 
xii 株式会社ディスコが 2011 年６月 27 日と 28 日の２日間、日英バイリンガルのための就職イ
ベント「東京サマーキャリアホーラム 2011」を東京ビッグサイトで開催。総来場者は延べ
４千人超、参加企業数は昨年の 1.5 倍の 184 社。 
xiii『前述』P43 
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